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れている。科学技術面においては、 こうした問題のひ とっ として、我が国と先進
国の間における研究者交流の不均衡問題が最近 クローズア ップされて きた。 これ
は、我が国の研究者が米国を中心 とす る先進諸国に大量 に派遣 されて知識を酒養
し、その成果を 日本にもち帰 って製品開発 に結び付 けている一方で、我が国は外
国人研究者の受け入れ に対 して消極的、閉鎖的であるという主張である。 このよ
うな不満は米国において特 に顕著であるが、その議論の前提 となる研究者交流の
実績 については、必 ず しも十分 には把握 されていないのが現状である。本調査は、
かか る現状に鑑み、法務省の統計データ(出入国管理統計年 報)を活用 して、我が














国 日本人 の0.9%)、海外 か ら我 が国が 受 け入 れ た外 国人研 究技 術者 は461,445(入
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20年間の派遣 と受入の推 移を見ると、昭和56年までは派遣が受入を上回 る形で
推 移 して きた が・57年か らは派遣 と受入 が拮 抗 、60年代 に入 って、派遣 が受入
を上 回 る伸 び を示 して い る(図－D。57年 の受 入 の急 激 な増加 は 、「研 修」の在
留 資 格 が新 設 され た ことに よ る もの で あ るが 、 それ以 前 に おいて も技 術研 修生
を受 け入 れて いた もの と考 え られ る。 したが って 、派 遣 と受入 の 格差 は実 際 は
もっ と小 さい もの と考え られ る。一 方 、派 遣 と受入 の 増加 率 を見 ると、平成 元
年 の 受入 人数 は昭 和45年の25.4倍、派遣 人 数 は13.8倍とな って お り、受 入 の増
加 率 が派遣 を 上 回 ってい る。 また、 この間 の交 流比 率(派遣/受入)の 推移 をみ
る と・56年まで は漸 減傾向 を示 し、57年に大 きく低下 した後、 再 び上 昇 傾 向に
あ る。
(2)国別の動 向
我 が 国構 外 との 交流状 況 を国 別 に見 る と、我 が固 の派 遣先 と して は、 ア メ リ
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カ が353,852人(全世 界 の48.5%)と5割 近 くを 占 め 、 以 下 、イ ギ リス の59,353人(同
8.1%)、フ ラ ン ス の39,727人(同5.4%)の順 、 海 外 か ら我 が 国 へ の 派 遣 元 と し
て は 、 台 湾 が97,614人(全世 界 の21.2%)、韓 国 が87,145人(同18.9%)、中 国 が
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遺 は欧 米諸 国、受 人 は我 が国 の近 隣 ア ジア諸 国 とな って い る。
(3)社会 体制 ・発展 段 階別 の動 向'
我 が国か ら海 外 への 派遣 で は、派 遣総 数730,218人の うち、先進 諸 国へ の派
遣 が570,014人(全世 界 の78.1%)、発展 途上 諸 国等 への派 遣 が148,730人(同20.
4%)、ソ連 東欧 諸 国へ の派遣 が11,474人(同1.5%)とな って い る。一 方、 海外
か ら我 が国へ の受 人で は 、受 入総 数461,445人の うち、発展 途上 諸 国等 か らの
受入 が380,176人(全世 界 の82.4%)、先進 諸 国か らの受 入 が79,581人(1司i7.2%)
、 ソ連 東欧諸 国か らの受 入が1,688人(同0.4%)とな って い る。 交流 比 率を 見 る






我が 国か ら各地 域 への 派遣 は 、北 ア メ リカ州へ の派 遣が377,132人(全世 界 の
51.6%)、ヨーvツ ノξ州 が192,433人(同26.4%)、ア ジア州 が129,955人(同17.8
%)の順 、他方 、各 地域 か ら我 が国 へ の受入 は、 ア ジア州 か らの受 入 が347,706
人(全 世界の75.4%)、北 ア メ リカ州 が52,150人(同11.3%)、ヨー ロ ッパ州 が31,
286人(同6.8%)の順で あ る。北 ア メ リカ州 又 は ヨー ロ ッパ州 へ の派遣 が 全体 の
4/5弱を 占め る一方 、 ア ジア州 か らの 受入 が全 体の3/4を占めて い る。
(5)渡航 目的 別 の動 向
日本 人研 究技 術者 の派 遣で は、「留 学 ・研修 ・技術 修 得」を 目的 と した派 遣 が49
4,013人(派遣の67.7%)、「学 術研究調 査 」を 目的 と した派 遣が236,205人(同32.
3%)とな って い る。 一方 、外 国人 研究技 術者 の受 入 で は、「留 学」に よ る受 入 が
265,923人(受け入 れの57.6%)、「研 修」が143,966人(同31.2%)、「芸 術学 術 活
動 」が29,906人G司6.5%)、「教 授活 動」が20,743人(同4.5%)、「高 度 の技 術提 供」
が907人(同0.2%)の順 とな って い る。 派遣 され た研 究 技術者 の7割近 くが「留学 ・
研 修 ・技 術修 得」を通 じて海 外 の知 識及 び技 術等 を修 得 す る ことを 目指す一 方 で、、
受 け入 れ た外 国人 研究 技 術者 の9割近 くが 「留学 」・「研修 」を通 じて我 が 国の 知 識
及 び技 術等 の修 得を 目指 して い る。
(6)最近 におけ る交流 の特 徴
我 が国 と海外 諸国 問 にお け る研 究 技術 者 の派遣 ・受 入 の双方 と も、昭和60年を
境 に急 激 な増加 に転 じて い る。 と りわ け、 昭和60年代 に入 ってか らの派遣 の増
加 は受入 を上 回 る勢 いで推 移 し、 その格 差 は拡大 の 方 向 にあ る。 昭和60年は交
流 の傾 向が大 き く変 化 した転 換点 で あ るので 、昭和60年以後 の5年 間 とそ れ以
前 のi5年間 につ いて 、先進 諸、国 ・発展 途 上諸 国等 ・ソ連東 欧諸 国別 にその 傾 向
を見 てみ よ う。
先 進諸国 、発 展途 上諸 国 等、 ソ連 東欧 諸国 の それ ぞれ が派 遣及 び受 入 に 占め
る割 合の 変化 を見 る と、先 進諸 国 とソ連 東欧 諸 国は 、最 近の5年 間で 派遣 ・受 入
の いずれ にお いて もその割 合 を減 少 させて い るが 、発展 途上 諸 国等 は派 遣 ・受
入 の いずれ にお いて もその割 合 を増加 させて い る。したが って 、発展 途 上諸 国







を上回 って いるが、とりわけ、先進諸国の交流比率 の上昇は著 しい。 さらに、
最近5年間 とそれ以前の15年間の渡航 目的の変化にっいて、先進諸国、発展途
上諸国等、 ソ連東欧諸国別に見ると、一部例外はあるが、一般的に、派遣 ・受
入のいずれにおいて も、「留学」・「研修」の渡航割合が増大 してお り、派遣先国
の知識 ・技術等を修得する傾向が益 々強 まっている。
最 近の傾向で特に注目すべき点は、①我が国と発展途上諸国等 との交流が極
めて活発になって きたこと、②我が国 と先進諸国 との交流において、受入の伸
びに対 して派遣 の伸びがかなり大 きいことである。②が米国を中心 とす る先進
諸国の我が国に対する批判の一因を形成 していると考え られる。 これに対する
対応策 と しては、セ ンター ・才 ブ ・エ クセ レンスを構築 して魅力あ る研究環境
を提 供するとともに、先進国に対 して も我が国に関心を持ち、理解を深あるよ
う求 めるべ きであろ う。
4.問 題点、
研究者交流をめぐる米国を中心 とす る先進諸国 との摩擦は、実態を十分反映 し





日米間の 研究者交流の不均衡問題 に対す る議論に応え るには不十分であるが、現
時点では、研究技術者交流に関するデータを包括的に調査分折 した例は見当た ら
ず・今後論議を深 めるうえでの第一歩 にはなろ う。今後に残された問題点 として
は、研究技術者交流に関する正確かっ詳細なデータの入 手が可能となるよ う統計
制度 を改 善するとともに、この種の統計が不備であるといわれている海外 諸国に
一一・6-一






◎ 人 事 往 来/Staff
O児 玉 文 雄 前ag-一研 究 グ ル ー プ総 括 主 任 研 究 官 は4月 よ り ハ ー バ ー ド大 学 公 共 政
策 大 学 院 客 員 教 授 と して 渡 米 し た 。











◎ 今 後 の 予 定(講 演)/Upco頑ngEvents
5/27(月)湾 岸 戦 争 後 の 日 米 関 係
エ ズ ラ ・F・ヴ ォ ー ゲ ル(八 一 ヴ ァ ー ド大 学 ヘ ン リ ー フ ォ ー ド二 世
社 会 学 教 授)
場 所:石 垣 記 念 ホ三 ル(三 会 堂 ドル9階)10:00--12:0◎
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